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はじめに
　現在、我が国ではさまざまな教育問題や社会的課題に対応するために、教育基本法をはじめ教
育関連の諸法規が改訂され、教育制度も改正されつつある。このように、戦後の教育制度が大き
く変わりつつある現在、戦後の教育体制を形成した終戦直後に人々は何を目指しどのような取組
がなされたのかという原点に立ち戻って、今後の我が国の教育の方向性を考察することは意味あ
ることであると考える。
　そこで本稿では、教育の地方分権化や学校の主体性の確立にかかわる教育委員会制度の改正や
コミュニティースクールの広がりなどを念頭に置きながら、その理念につながりがあると考えら
れるものとして、終戦直後に提起された「学校委員会」の構想をとりあげて考察を試みる。
　この「学校委員会」の構想については終戦直後の短い一時期に提起され、すぐに消滅してしまっ
たものである。しかし、この「学校委員会」の提起は、終戦直後の荒廃した学校教育の実情を直
視しながら、それまでの教学体制を打破して教育の徹底した民主的復興・建設を目指して提起さ
れたものとして注目すべきことであると考える。これは、当時の教育関係者たちが荒廃した教育
環境のなかで日々成長する子どもたちを目の前にして、連合国軍の指令を待ちながら無為に過ご
していたわけではない一つの証としてみることもできる。
　そこで、以下に、終戦直後の教育をめぐる状況や、「学校委員会」構想の提起された経緯とそ
の内容を示す。
1． 終戦直後の学校教育をめぐる状況
　まずは「学校委員会」が提起されることになる終戦直後の日本の学校教育の状況をみる。
　1945年8月15日の終戦とその後の学校教育をめぐる状況については、これまですでに多くを
語られてきているので、ここでは本稿でとりあげる「学校委員会」の歴史的意義を考察するため
に必要な特徴的な状況についてのみ押さえておきたい。
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　終戦を迎えた8月15日の当日に当時の文部大臣・太田耕造は教育関係機関に対して訓令
（1）
を
発して「国体護持」「教学再建」「国力復興」を訓示している。また、一か月後の9月15日には
文部大臣・前田多門が「新日本建設ノ教育方針」
（2）
を発表しているが、そこでも「…従来ノ戦争
遂行ノ要請ニ基ク教育施策ヲ一掃シテ文化国家、道義国家建設ノ根基ニ培フ文教諸施策ノ実行ニ
努メテヰル…」として第一に「新教育ノ方針」の中で「…今後ノ教育ハ益々国体ノ護持ニ努ムル
ト共ニ、軍国的思想及施策ヲ払拭シ平和国家ノ建設ヲ目途トシテ…」と述べている。また、同文
部大臣はその後の教員養成諸学校長を集めた「新教育方針中央講習会」
（3）
で「教育勅語」を読ん
で心の整理をして道義を高める必要を説いている。
　このように、終戦直後の時期において文部省は旧体制の保持を目指す「国体護持」を重要な柱
としながら、併せて平和国家建設を目指す教育施策を推進しようとしていたのである。しかし、
この「国体護持」の方針は全体的な占領政策の遂行の中でまもなく姿を消していく。そして、こ
の後に取り上げる「学校委員会」の提案はいわばこの教育行政施策の混乱した時期になされるの
である。この混乱は、連合国軍総司令部の占領政策の強力な遂行に伴って生じた初期の混乱であ
り、この後に矢継ぎ早に打ち出される連合国軍総司令部の指令や国・文部省を通じた通達等によ
り軍国主義教育と極端な国家主義教育の徹底した払拭と民主教育の推進政策が具体化されていく。
　こうした経過のなかで戦後日本の教育の在り方を決定的に方向付けたものが米国教育使節団
の報告書
（4）
である。言うまでもなくこの米国教育使節団は連合国軍総司令部の要請によりアメ
リカの教育研究者等で編成されたもので、第一次の使節団は1946年3月5日に来日し、日本国
内の調査や視察を経て同年3月30日には報告書を連合国軍最高司令官に提出している。学校教
育から成人教育まで多岐にわたる内容を短期間にまとめたかたちになっているが、来日前から連
合国軍の教育施策を踏まえて事前調査を重ねたうえでの来日と報告書のとりまとめとなっている。
この報告書を受けて政府・文部省はこれを具体化すべく同年8月に教育刷新委員会を設置して戦
後教育体制の検討を始めている。
　この報告書のなかで、教育行政にかかわって各都道府県に「教育委員会または機関（an 
educational  committee  or  agency）」の設立を提言し、「本報告の要旨」というまとめでも初等
及び中等学校の教育行政について「教育の民主化の目的のために、学校管理を現在の如く中央
集権的なものよりむしろ地方分権的なものにすべきであるといふ原則は人の認めるところであ
る。」として「市町村及び都道府県の住民を広く教育行政に参画させ、学校に対する内務省地方
官吏の管理行政を排除するために、市町村及び都道府県に一般投票により選出せる教育行政機
関（educational  agencies）の創設を、我々は提案する次第である。かかる機関には学校の認可、
教員の免許状付与、教科書の選定に関し相当の権限を付与されるであろう。現在はかかる権限は
全部中央の文部省ににぎられてゐる。」と述べている。いわゆる公選制教育委員会の提案である。
我が国の教育民主化のために教育にかかわる権限を中央集権から、各地方へ、学校現場と地域住
民により近いところに移していこうという方針の提示であったといえる。
　以上のような経緯のなかでの「学校委員会」というものの提起であった。ではそれは、いつ頃、
誰が、どういうねらいと形をもって提案したものなのかを、以下に見ていく。
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２.　第一次米国教育使節団来日前の「学校委員会」
（1）「学校委員会」の最初の提起～「日本教育新聞」創刊号～
　教育の民主化のための日本人自身による積極的な行動提起は第一次米国教育使節団報告書によ
る教育民主化の提案よりも以前になされている。それは、「全日本教員組合」（以下「全教」と略
記）の結成に向けて1945年12月1日付で発行された「日本教育新聞」創刊号
（5）
紙上にみられる。
　これには、「全日本教員に訴うー全日本教員組合結成趣意書（案）」「行動綱領（案）」「規約草
案」が掲載されたが、その「行動綱領（案）」の「二、学校制度、教育制度の民主化」の項で「7．
学校委員会の確立」をあげている。さらに「六、当面における緊急目標」のひとつとしても「8．
学用品の児童への無料供給と学校委員会によるその管理」をあげている。その紙面にはこの「学
校委員会」の意味を補足説明するような形で「学校委員会について」という投書が一緒に掲載
されている。「群馬・島田八郎」名のその投書では「私見」として以下のように述べられている。
まず「学校委員会」を「教育民主化運動の一形態」として位置づけ、これが必要なのは「学校は
国家による上からの教育機構であるから、人民の自主的な下からの働きかけがなかったら従来の
ような官僚的な画一的な教育になってしまふ」からであるとしている。そしてその構成は「父兄
は勿論、教師及児童生徒代表」によるものとし、およそ以下のような仕事を行うものとしている。
　「一、児童生徒の学校、社会、家庭における教育問題の正しい解決　　二、学校や社会におけ
る教育施設の建設及管理　　三、学用品や児童のための食料の獲得及びその管理　　四、自主的
青少年運動の援護　　五、託児所、保育園の経営　　六、貧困児童の救援　　七、校長の選挙　
　八、学校経営への全面的参加　　九、教育内容の検討及教科課程の編成」このほか「あげれば
いくらでもある」と述べられている。「私見」となってはいるが、終戦直後の荒廃し混乱した学
校現場を思えば、どれも人々の切実な要求であっただろうことが推測される。
　これらの「行動綱領（案）」等は終戦の年の1945年12月1日に東京・神田で行われた「全教」
結成大会において採択された。
　この「学校委員会」構想の要点をまとめれば、まず目的とするところはこの委員会を「教育民
主化運動の一形態」として位置づけ、その活動によって敗戦により荒廃した学校教育を学校段階
から民主的に再建設していくことであったといえる。そしてこの委員会を構成するのは、教師の
みならず父母及び児童生徒の三者であるとされた。
（2）霞ヶ浦学園の「学校管理委員会」
　提起された「学校委員会」は、実際の学校段階での実践とし記録で確認できるものとしては労
働争議の手段として「父兄、生徒、教員」による学校の「自主管理」をおこなった例がみられる。
名称も「学校管理委員会」となっている。
　茨城県土浦市の私立霞ヶ浦学園の例
（6）
をみてみよう。ここでは「典型的な教育戦争犯罪人」
で「独裁的」な理事長兼校長の学園経営に反対して教員が教員組合を結成し、「生活権擁護、教
育民主化に関する12項目の要求」を掲げて「父兄、生徒、教員より学校経営管理委員を選出
し管理委員会を組織し、万般の運営を、この委員会の手によって行なった」というものである。
1946年2月中旬以来3か月にわたるものであった。その結果は教員組合や父母らの要求が認めら
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れる形で解決している。
　この取り組みは、教員の生活権擁護という経済要求と学園民主化の諸要求を結合して掲げ、当
初から父母、生徒、教員の三者の結束を基礎に、授業も停止することなく、「学校管理」に取り
組んだ点で、「全教」の最初の提起による「学校委員会」方針の具体的実践例のひとつの方途を
示すものになったといえる。後にみるように、「全教」は第一次米国教育使節団との会合の中で
この霞ヶ浦学園での取組を、「学校委員会」の成果のあった実際例として説明している。このよ
うな労働争議における「学校管理」は小田原商工校や綾瀬高等女学校でも実施された
（6）
。
　しかし、「学校委員会」のこうした初期の実践は「学校管理」を単に争議手段としてのみとら
えているものであったといえる。そして、後に述べるが、教育における国民主権を確立するため
の恒常的な学校単位の組織体にしていくという構想は、まだ希薄であったといえる。
３．第一次米国教育使節団来日後の「学校委員会」
（1）教育民主化協議会の「行動綱領」～「教育委員会」構想との結合～
　 「学校委員会」の構想も、第一次米国教育使節団の来日によっていっそうその形を整えてくる。
すなわち「教育委員会」制度との理念的な結びつきがみえてくるのである。
　第一次米国教育使節団来日の際、「全教」代表は同使節団に会見し、「日本教育の現状とその民
主主義化の方針」という「全教」側の報告書を示している
（6）
。その報告の中で「（7）文部省の
官僚主義に対する全日本教員組合の闘争とその建設的成果」として「（ホ）土浦の霞ヶ浦学院
ママ
に
おける教育人民管理とその建設的成果」をあげている。
　その後、使節団の報告書が発表されると「全教」はこれを具体化するために、広範な諸団体に
呼びかけて「教育民主化協議会」の結成をめざしていくこととなった。その第一回目の準備的会
合が1946年4月24日に行われた。それには「全教」代表をはじめ10数団体の代表が参加した。
この会合で、第一次米国教育使節団報告書の中で示唆された「教育委員会」と、「全教」がこれ
まで教育民主化のための方策のひとつとして唱えてきた「学校委員会」が理念的に結び付けられ
て構想されている点に注目したい。その会合の様子を報じた「NIPPON KYŌIKU SHINBUN」
第1号
（6）
によれば「民間から出された教育委員会によって文部省の権限を切り縮めること」が討
議によって確認され、「この仕事を具体的に進めるための第一は教員組合と父兄の組織としての
労働組合、協同組合とによる学校委員会におかなければならない」として、それを基礎に市町村
ごと、府県ごと、全国的に教育民主化の共闘組織をつくろうとの確認がなされたのである。
　「学校委員会」の構想が「教育委員会」制度とさらに明確に結びつけられるのは、いわゆる「2・
1スト」を目前にした翌年1947年1月26日の「教育民主化協議会結成大会」
（7）
においてであった。
東京・神田の教育会館で行われたこの結成大会には、民主主義科学者協会、全国父兄会、全日本
教員組合協議会、日本民主主義文化連盟、全日本農民組合など、学術、文化、教育関係団体、青
年婦人団体などの30団体もの代表が参加した。
　このように、この歴史的時点では教育制度もすべてこれから作り上げていかなければならない
状況だったのである。ここで採択された「行動綱領」
（7）
では新しい教育制度のひとつとして「教
育委員会」と「学校委員会」との関係や役割を次のように規定している。…
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　「（17）中央および地方に民主的な教育委員会をつくる、また学校には父兄、学生、生徒、教
員の代表による学校委員会を設ける」…
　ここでは「学校委員会」を、教員組合の闘争戦術としての「学校管理」という枠を越えて、「教
育委員会」制度に直接連なり、それを学校段階から支えるための必須の組織制度として位置付け
ているのである。つまり、学校現場における「学校委員会」により直接国民のための教育を推進し、
それとタイアップする形で教育行政においては「教育委員会」により国民主権の教育体制を保障
しようとするものである。このことは、後述する「2・1スト」終焉後の「学校委員会」活動の
総括においても確認されるところである。すなわち「全教」はその機関紙で「父兄、教師、児童
の三位一体的な活動なくしては教育の民主的復興は絶対不可能である、三者はそれぞれの立場か
ら問題と要求と組織とをもっているが、一つの目的を追及するものであり、その活動を総合する
学校委員会の組織の急速な整備が必要であり、これこそ将来の真に民主的な教育委員会の母体と
なるものである」
（8）
と述べている。
　こうして第一次米国教育使節団報告書が発表されて後、「教育民主化協議会」において「2・1
スト」前後の段階では、徹底した教育民主化のために「教育委員会」との関係で欠くことのでき
ないものとして「学校委員会」が構想され、提起されているのである。
（2）教員組合での方針化
　このような「学校委員会」構想は教員組合において当時もっとも差し迫った最低生活権の確保
という経済要求に結び付けてその実現がめざされた。1946年6月、「全日本教員組合」はその組
織規模を11万7千人に広げて「日本教育労働組合」（以下「日教労」と略記）に発展したが、そ
の「行動綱領」
（9）
でも「学校委員会」構想を位置づけている。
　その頃、東京では「東京都労働組合連合会」（以下「都労連」と略記）が「飢餓突破資金1千円」
を中心とする対都要求を掲げて6月21日より「業務管理」闘争に入っていたが、その方針のも
とに「東京都教育労働組合」（以下「都教労」と略記）も「教育管理」闘争を行っていた。「都教
労」は「教育管理実施案」
（9）
を作成し、学校ごとの取り組みを開始した。
　その取り組み例として「都教労」向島支部の各学校分会への指令は次のようなものであった。
　「都労連の指示により、6月21日より業務管理に入る。区内各学校における管理方式を都教労
本部案により左記の通り指令する。
　一、争議中は、各校組合員一同団結をかたくし、特に教授訓練に努力する。
　二、即時学校委員会を組織し、学校運営の一切を委員会に移す。
　三、文部省、都の命令を全面的に拒否する。　　
　四、給与書類は、明確迅速に処理する。
　五、処理について、疑わしき書類は、闘争本部に問い合わせる。
　六、父兄会開催、家庭訪問其他の方法で、理解と支持を得るように努力する。　　　　」
（10）
　このようにして6月21日より30日までの間、「教育管理」が行われた。結果としては「飢餓突
破1千円資金」の支給とともに、教育関係要求でも「学校給食被服学用品の優先配給について…
予算をとったからできるだけのことをする」（「業務管理解除条件（七）」）
（11）
と、政府と都によ
る学校給食の早期復活の約束を引き出した。
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　こうした取り組みは、長期にわたる戦争による学校現場の荒廃に加えて敗戦による教育制度の
大改革を模索しなければならない当時の状況のもとでは、特に過激ともいえないことであっただ
ろうことが推察される。ここで注目されるのは、教員の経済要求とともに荒廃した学校状況の中
でも教育活動を中断せずさらに学校給食の実施等を求めるなどの取り組みを行ったことである。
それがゆえに、「父兄」も「学校委員会」による学校の自主的運営に参加することが可能となっ
たといえる。子どもが学校に通って勉強を続けられることは「父兄」の大きな願いであるからだ。
（3）「2・1スト」前後の「学校委員会」
　「学校委員会」と「教育委員会」との理念的な結びつきについては前に述べたとおりであるが、
ここでは、教師、「父兄」、児童の三者の教育をめぐる要求の統一がまず認められ、その統一した
要求によって「学校委員会」の活動が行われてきていることに注目したい。また、その活動が学
校ごとになされなければならない理由として「全教」には「児童の生活は地区で凡ゆる社会生活
が基盤となっている、従って学校は父兄と児童と教師の力によって建設されて行かなければなら
ない」
（8）
との認識があるのである。そのうえで、「先ず児童と父兄と教員がどんなに結びついて、
われわれ（教員組合・・筆者）の方針、闘争が闘い抜かれるか、父兄の要求がどんな組織で我々
と結びついて闘われたらよいか、児童がどんな役割を果すか」を考えて「学校委員会」の組織化
がめざされたのである。その典型的な「学校委員会組織図」を次のように示している。
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「典型的な『学校委員会』組織図」（8）
?????????????????????????????
－ 75 －
（4）父母の教育民主化への取り組み
　終戦と同時に、荒廃した学校と子どもたちの厳しい状況を前にして、父母たちはいたるところ
で教師と共に学校教育の民主的な復興のために行動した。先に述べた「霞ヶ浦学園闘争」や「都
教労」の「教育管理闘争」においても「父兄会」を挙げて行動したことは前述のとおりである。
　そしてもっとも大規模に行動したのは「2・1スト」に向けた取組においてであった。その取
組の高揚を1946年12月1日に行われた「全国父兄大会」にみることができる。この大会は、そ
れまで各地でもたれていた「全教協」の七項目要求支持の「父兄大会」を一つに合流させたもの
であった。この大会
（12）
では政府に対して「全国教員組合提出の七項目要求の全面的受諾」、「教
育の徹底的民主化」の要求を決議した。また、同時に採択した「宣言」では「我々父兄一同は今
日の事態を深く憂慮し凡ゆる立場を超越し一致結束して全国教員組合の要求を絶対支持し教育界
の粛清と教員の待遇改善の為に全力を盡すことを誓ふと共に本大会に協力されたる父兄代表を
もって民主教育確立するための促進母体として発足することを茲に宣言す」と、父母の決意を示
している。
　こうした取組は中央レベルのものだけではなかったことは、次の山形県の一例をみても明らか
である。山形県教員組合は「2・1スト」の高揚を迎える過程で支援を求める「お願いの書」
（13）
を1万枚作成して県内の父兄友誼団体に配布した。これを受けて県内各地で父母による支援集会
がもたれた。山形市の「第一国民学校・学校委員会」では、次のようなチラシを作成し、市内の
父母に送付して支援体制を準備している。
「時下…（略）…
　扱御承知の通り、此の度教員組合に於て、文部大臣に対し、七項目の要求を提出致しまし
たが、この要求達成の為に、市内各学区の父兄におかれましても夫熱意ある応援を致してゐ
る事を聞いて居ります。然し本要求貫徹の為には、より多くの父兄の援助が必要な事は論を
またないのであります。それには全市父兄一団となり、強力な熱情を結集する事が一番大切
であります。就てはこれらの事に関しいろいろ御相談致したいと思ひますから、右趣旨に御
同意の上、貴殿並に他数名、万障御繰合はせ11月28日午後2時迠第一国民学校裁縫室に御
出で下さるやうお願ひ申し上げます。　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　11月21日　　　山形市第一国民学校学校委員会　　　　」
（14）
　このように、「2・1スト」を迎える段階で、多くの父母が各地で教師と共に教師の最低生活権
確保と民主的教育確立のために「学校委員会」を組織して活発に活動していたのである。
　しかし、こうした「学校委員会」の取組も連合国軍総司令部による「2・1スト」中止命令の
あとは急速に衰退していくのである。その原因について、以下にみていく。
４．「学校委員会」構想の衰退の原因
（1）「2・1スト」中止による労働運動の衰退
　連合国軍の当初の日本占領政策により日本の労働運動は終戦後のインフレや物資不足等の厳し
い社会環境を克服するために急速な盛り上がりをみせ、1947年2月1日にはゼネストを計画する
までに至ったが、その直前になって連合国軍最高司令官マッカーサーの指令により中止された。
????????????
－ 76 －
この連合国軍の対応は日本の占領政策の転換が表面に現れ始めたものとみられ、これ以降、日本
の労働運動は急速に衰退していくことになる。「学校委員会」は自治体ごとに設置する「教育委
員会」との関連をもたせて学校を足元から支えていくという教育の地方分権化等の構想がありな
がらも、学校における教員組合の闘争戦術の一つとしての位置づけが強かったために、労働運動
の衰退とともに終焉していったものと考えられる。「2・1スト」中止後は「学校委員会」の言葉
はどこにも現れなくなってしまうのである。
（2）PTAによる父母と教師の組織の再編
　これまで述べたように「学校委員会」構想では、学校を支えるのは教員と父母と生徒たちであ
るとの位置付けであったが、その主な連携の形はすでに第一次米国教育使節団の報告書で示唆さ
れた「父母と先生の会」PTAというものに急速に組織化されていった。前掲の山形県において
も連合国軍の地方軍政部の指導のもとに県当局が「PTA」組織化に精力的に駆け回ったことが、
当時の県社会教育課長によって回顧されている
（15）
。
　同使節団来日後の同年10月には連合国軍総司令部のなかの民間情報教育局（CIE）が「PTA」
指導資料
（16）
を作成して文部省に示している。そのなかで「児童の成長に対する責任は教師と父
母の二者が分担している。…父母教師会こそ、この種の了解と協力とを増進する有力な手段であ
る。」と述べながらも「父母教師会が教師のもののようになる事は万難を排して避ける必要があ
る。」と述べられている。これを受けて文部省は翌年の1947年3月に「父母と先生の会ー教育民
主化の手引きー」をまとめ、「PTA」結成の資料として各都道府県知事宛に配布している
（16）
。「2・
1スト」終焉直後のことである。そこでは「直接に学校の管理や教員の人事に干渉するものでは
ない（参考規約）」と、教員組合の闘争戦術の道具に使われることのないように念を押している
（17）
。
こうして、その後1年間ほどの間に全国の小・中・高等学校の7割まで「父母と先生の会」（PTA）
の結成がなされたと推定されている。これらには従来の「父兄会」などの父母の組織が母体となっ
て編成されていったものも含まれる
（18）
。このようにして、父母と教師の連携はこの「PTA」によっ
て急速に編成替えされたとみることができる。
（3）教育委員会制度の発足による趣旨の一部実現
　この教育委員会制度も第一次米国教育使節団の報告書で示されたものであったが、1948年7
月の教育委員会法の成立によって、教育行政の地方分権、民主化、一般行政から独立した自主性
の確保等の理念の具現化を目指すこととなった。これにより地方レベルの「教育委員会」と各学
校段階のPTA組織という構図ができあがり、「学校委員会」構想の提起は、いわば一つの役目を
終えたとみることができる。
５．「学校委員会」構想の系譜
　「学校委員会」という用語から類推して考えられることは、当時の連合国の一員であった旧ソ
ビエト連邦の教育指導者であったN.K.クループスカヤが提起した「学校委員会」というものと
同一の用語であったことである。ロシア語を邦訳した用語なので、本稿でとりあげている「学
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校委員会」と同一のものであるかどうかは分からないが、その趣旨に共通性が認められるの
で、ここで触れておきたい。N.K.クループスカヤ（1869~1939年）は旧ソビエト連邦の教育学
者で旧ソビエト連邦の教育行政をリードする役割を担った人物である。彼女がパリ等に亡命中の
1911~1912年に書いてロシアの雑誌で発表した論文「学校組織の二つの型」
（19）
において、ヨー
ロッパの「官僚主義」と「中央集権」の教育行政組織を批判しながら、その対極にあるとするア
メリカ合衆国の教育行政の在り方を紹介するなかで「学校委員会」をとりあげている。また、同
じ「学校委員会」について1913年にロシアで行われた「国民教員大会」や「全ロシア国民教育大会」
によせた論文のなかでも提起している。その一部を引用すると次のようである
（20）
。
「…アメリカほど教育への愛、読書や知識への熱意の強いところはどこにもないであろう。ま
さにこれは、アメリカにおいて国民学校が民主主義自身の直接的管理にゆだねられているため
である。…アメリカでは、学校内の秩序を定めている授業計画、カリキュラムの作製はだれに
ゆだねられているのだろうか。それらは、すべて学校視学官（インスペクター）にゆだねられ
ている。視学官は学校委員会で選ばれる。学校委員会は選挙による機関である。…学校委員会
は地域の全ての学校を管理している。委員会の全会議は公開であり、その方策も公開である。…」
　この論文は1917年のロシア革命の4年前のものであり、帝政ロシアの崩壊後の学校教育体制
づくりに向けた提言であるといえる。ここに引用した「学校委員会」は第一次米国教育使節団報
告書のなかで提起されやがて日本でも制度化される公選制教育委員会と趣旨の共通性が認められ
る。学校単位の設置を目指したものではないが、学校教育の民主化という趣旨においては本稿で
とりあげている「学校委員会」とも一部に共通性があると考えられる。終戦直後の日本において「学
校委員会」を提起した人々が、このクループスカヤが提起した「学校委員会」に関する知識を早
くから持っていて、あるいはそこから示唆を得て、終戦とほぼ同時に「学校委員会」という方策
を提起したものなのではないかという推測も得られるが、確定的なことは言えない。その詳しい
追究は他日を期したい。
６．「学校委員会」が提起したもの
　「学校委員会」は終戦間もない時期に教員組合により提起され、「2.1スト」の中止とともにそ
の取り組みは終焉した。それは教員組合の闘争戦術として用いられた方策であったように見える。
しかし、そこで問題提起された内容は終戦直後の学校関係者や保護者等の切実な願いや要求を反
映したものであり、さらには日本の戦後教育の進むべき方向性を示唆する重要な要素が含まれて
いたものといえる。それらの戦後教育民主化の重要な要素は連合国軍総司令部の施策や国内にお
ける取組によって、ひとつひとつが具体化されていったものと考えられる。
　その戦後教育民主化の重要な要素とは、まず第一には敗戦による貧困や劣悪な環境から子ども
を救済し、国の主権者の一人としての子どもの権利を確立し、子ども中心の学校を創るという理
念の具現化である。この点については、その後の教育行政においてさまざまな紆余曲折はありな
がらも、教育法制の整備も含めてその具体化が図られてきているといえよう。
　第二には教育行政の地方分権化の流れである。教育委員会制度を確立して教育行政組織を地方
の実態に応じたものに組織されるようになったということである。戦後の教育委員会制度は連合
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国軍に一方的に押し付けられた制度というのではなく、日本国民自身がその趣旨の実現を求めて
確立されたものであるといえる。公選制から任命制への転換という変遷は経ながらも中央集権的
な教育行政からの転換という考え方は依然として現代日本の教育行政の基本として生きている。
　第三には学校教育への保護者、地域住民の参画と教員との連携という点である。ここでとり
あげた「学校委員会」が衰退すると同時に全国の学校に組織されていったのはPTA組織であっ
た。これは米国教育使節団が推奨した教員と保護者の連携組織であった。現在の国内状況をみる
とPTAにはさまざまな課題が生じているようでもあるが、教員と保護者の重要な連携組織であ
ることに間違いはない。加えて、最近では地域住民が学校経営に参画する制度が広がりつつある。
地域住民や保護者代表が加わる学校評議員制や学校運営協議会の設置によるコミュニティース
クールの広がりなどがある。学校運営協議会では教員の任用に関する意見具申も可能な仕組みに
なっている。この点などはまさに「学校委員会」で掲げていた取組内容のひとつでもある。実際
的な運用の面ではさまざまな課題があるといわれてはいるが、保護者や地域住民の学校経営への
参画という大きな流れが進んでいることの現れとみることができるだろう。
　なお、「学校委員会」に児童・生徒が教員や父母と共に加わることについて、本稿では詳しい
考察を示さなかった。戦後教育制度の発展のなかで、児童・生徒は学習者主体として教員や父母
とは異なる立場にあるものとして捉えられるためである。
　以上、これまでの研究ではあまり取り上げられてこなかった「学校委員会」について考察して、
戦後の日本の教育を考える一つの材料を提起したつもりである。この「学校委員会」構想はささ
やかな事象であったとしても、敗戦・占領下で荒廃した学校状況のなかで日本の学校関係者や保
護者等はただ腕をこまねいていたのではなく、新しい時代の学校教育の形を模索した事実があっ
たということを物語るものであるということだけは明記しておきたい。
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